
固定資産税
41,674円

町民税
60,716円

都市計画税
8,387円

町たばこ税
6,127円

その他
3,361円

令和8年度 今年の予算
令和８年度予算が町議会３月定例会で可決されました。
本年度の一般会計の予算は168億216万円で、昨年度より0.3％減少しました。
歳入のうち、自ら確保できる町税などの収入（自主財源）の割合を42％、国・県から

の補助金、町債（町の借金）など、他に依存する収入（依存財源）の割合を58％と見込
んでおり、町の収入の半分以上を国・県や借金などに頼らざるをえない状況が続いて
おります。
歳出では、福祉に係る経費である民生費の割合が40％と最も大きく、次いで総務
費、教育費の順に大きくなっています。
本年度から５か年で始動する「長与町第11次総合計画」を指針として、すべての世
代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりを積極的に推進し、「図書館
と健康センターの複合施設などの公共施設の整備」、「子育て支援」、「教育関連事
業」、「道路、公園の維持・補修」などに対し重点的に予算を配分しています。

財政課　☎095-801-5783問

割合種類 予算額
町民税
固定資産税
都市計画税
町たばこ税
軽自動車税

14％
10％
２％
１％
１％

23億7,824万円
16億3,238万円
３億2,851万円
２億4,000万円
１億3,164万円

町税の内訳

（※）その他の内訳
財産収入（1,168万円）
寄附金（３億2,249万円）
繰越金（5,000万円）
諸収入（２億5,583万円）

町民１人あた
りの

町税負担額

120,265円

町税

分担金・
負担金

繰入金

町債

国・県
支出金

地方
交付税

町が課税し徴収する税金

全国の市町村が同水準の行政事務
を行えるよう国から交付されるお金

町の事業に対し利益を受ける人な
どから徴収するお金
基金（町の貯金）の取崩しや他会計
から受け入れる資金

国や県からの補助金や委託金

町の借入金

議会費

衛生費

農林水
産業費

土木費

民生費

総務費

議会運営費など

選挙、戸籍、徴税、広報、統計、監査
費など
社会福祉、児童福祉、保育所、老人
福祉費など
健康増進、環境衛生、ごみ関係経
費など
農業委員会、農業、林業、水産業費
など
道路、河川、港湾、都市計画、住宅
経費など

消防費

教育費 学校、生涯学習、スポーツ関係経費
など

公債費 町の借入金の返済

消防、防災対策経費など

168億216万円
自主財源　42％
（昨年度比－1％）

依存財源　58％
（昨年度比＋1％）

一般会計

特別会計
特定の事業を行うため一般会計とは経理を別
にして設けているもので、町には右記の事業が
あります。

会計名 予算額
土地区画整理事業特別会計
国民健康保険特別会計
介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

３億1,526万円
39億8,549万円

８億3,652万円

34億245万円
3,365万円

保険事業勘定
介護サービス事業勘定

企業会計 民間の事業と同じようにその事業によって得られる収入で支出をまかなう
独立採算を原則としていて、町には水道事業と下水道事業があります。

支　出収　入

収益的収支 7億9,073万円
８億3,173万円

水道事業

※主に維持
　管理関係

（内料金
   ６億6,536万円）

資本的収支
３億2,981万円 ４億7,540万円※主に設備

　投資関係

支　出収　入

収益的収支 ９億5,598万円
９億3,502万円

下水道事業

※主に維持
　管理関係

（内使用料
    ６億2,023万円）

資本的収支
７億533万円 10億1,826万円※主に設備

　投資関係

民生費
170,667円

土木費
36,343円

総務費
84,707円

衛生費
36,916円

農林水産業費
8,438円

消防費
11,585円

公債費
33,739円

議会費
3,470円

教育費
39,206円

その他
3,884円

町民１人あた
りの

支出額

428,955円

自主
財源
42％

依存
財源
58％

歳入

その他交付金
1億7,800万円（1％）

町税
47億1,077万円
（28％）

繰入金
14億2,494万円
（8％）

分担金・負担金
１億584万円
（1％）

国・県支出金
42億6,101万円
（25％）

地方交付税
28億6,500万円
（17％）

町債
14億4,760万円
（9％）

使用料・手数料
１億7,261万円
（1％）

その他（※）
6億4,000万円
（4％）

地方消費税交付金
9億円（5％）

地方譲与税
9,639万円（1％）

歳出

民生費
66億8,504万円
（40％）

総務費
33億1,797万円
（20％）

土木費
14億2,358万円
（8％）

教育費
15億3,571万円
（9％）

衛生費
14億4,599万円
（8％）

公債費
13億2,155万円（8％）

その他（※）
１億5,213万円（1％）

議会費
1億3,591万円（1％）

農林水産業費
3億3,051万円（2％）
消防費
4億5,377万円（3％）

【注釈】 ※金額は１万円未満を端数処理しています。 ※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
 ※１人当たりの町税負担額および支出額は令和８年２月末現在の住民基本台帳人口(39,170人)で計算しています。

（※）その他の内訳
労働費
（4,505万円）
商工費
（6,754万円）
災害復旧費
（1,954万円）
予備費
（2,000万円）
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１億584万円
（1％）

国・県支出金
42億6,101万円
（25％）

地方交付税
28億6,500万円
（17％）

町債
14億4,760万円
（9％）

使用料・手数料
１億7,261万円
（1％）

その他（※）
6億4,000万円
（4％）

地方消費税交付金
9億円（5％）

地方譲与税
9,639万円（1％）

歳出

民生費
66億8,504万円
（40％）

総務費
33億1,797万円
（20％）

土木費
14億2,358万円
（8％）

教育費
15億3,571万円
（9％）

衛生費
14億4,599万円
（8％）

公債費
13億2,155万円（8％）

その他（※）
１億5,213万円（1％）

議会費
1億3,591万円（1％）

農林水産業費
3億3,051万円（2％）
消防費
4億5,377万円（3％）

【注釈】 ※金額は１万円未満を端数処理しています。 ※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
 ※１人当たりの町税負担額および支出額は令和８年２月末現在の住民基本台帳人口(39,170人)で計算しています。

（※）その他の内訳
労働費
（4,505万円）
商工費
（6,754万円）
災害復旧費
（1,954万円）
予備費
（2,000万円）
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固定資産税
41,674円

町民税
60,716円

都市計画税
8,387円

町たばこ税
6,127円

その他
3,361円

令和8年度 今年の予算
令和８年度予算が町議会３月定例会で可決されました。
本年度の一般会計の予算は168億216万円で、昨年度より0.3％減少しました。
歳入のうち、自ら確保できる町税などの収入（自主財源）の割合を42％、国・県から

の補助金、町債（町の借金）など、他に依存する収入（依存財源）の割合を58％と見込
んでおり、町の収入の半分以上を国・県や借金などに頼らざるをえない状況が続いて
おります。
歳出では、福祉に係る経費である民生費の割合が40％と最も大きく、次いで総務
費、教育費の順に大きくなっています。
本年度から５か年で始動する「長与町第11次総合計画」を指針として、すべての世
代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりを積極的に推進し、「図書館
と健康センターの複合施設などの公共施設の整備」、「子育て支援」、「教育関連事
業」、「道路、公園の維持・補修」などに対し重点的に予算を配分しています。

財政課　☎095-801-5783問

割合種類 予算額
町民税
固定資産税
都市計画税
町たばこ税
軽自動車税

14％
10％
２％
１％
１％

23億7,824万円
16億3,238万円
３億2,851万円
２億4,000万円
１億3,164万円

町税の内訳

（※）その他の内訳
財産収入（1,168万円）
寄附金（３億2,249万円）
繰越金（5,000万円）
諸収入（２億5,583万円）

町民１人あた
りの

町税負担額

120,265円

町税

分担金・
負担金

繰入金

町債

国・県
支出金

地方
交付税

町が課税し徴収する税金

全国の市町村が同水準の行政事務
を行えるよう国から交付されるお金

町の事業に対し利益を受ける人な
どから徴収するお金
基金（町の貯金）の取崩しや他会計
から受け入れる資金

国や県からの補助金や委託金

町の借入金

議会費

衛生費

農林水
産業費

土木費

民生費

総務費

議会運営費など

選挙、戸籍、徴税、広報、統計、監査
費など
社会福祉、児童福祉、保育所、老人
福祉費など
健康増進、環境衛生、ごみ関係経
費など
農業委員会、農業、林業、水産業費
など
道路、河川、港湾、都市計画、住宅
経費など

消防費

教育費 学校、生涯学習、スポーツ関係経費
など

公債費 町の借入金の返済

消防、防災対策経費など

168億216万円
自主財源　42％
（昨年度比－1％）

依存財源　58％
（昨年度比＋1％）

一般会計

特別会計
特定の事業を行うため一般会計とは経理を別
にして設けているもので、町には右記の事業が
あります。

会計名 予算額
土地区画整理事業特別会計
国民健康保険特別会計
介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

３億1,526万円
39億8,549万円

８億3,652万円

34億245万円
3,365万円

保険事業勘定
介護サービス事業勘定

企業会計 民間の事業と同じようにその事業によって得られる収入で支出をまかなう
独立採算を原則としていて、町には水道事業と下水道事業があります。

支　出収　入

収益的収支 7億9,073万円
８億3,173万円

水道事業

※主に維持
　管理関係

（内料金
   ６億6,536万円）

資本的収支
３億2,981万円 ４億7,540万円※主に設備

　投資関係

支　出収　入

収益的収支 ９億5,598万円
９億3,502万円

下水道事業

※主に維持
　管理関係

（内使用料
    ６億2,023万円）

資本的収支
７億533万円 10億1,826万円※主に設備

　投資関係

民生費
170,667円

土木費
36,343円

総務費
84,707円

衛生費
36,916円

農林水産業費
8,438円

消防費
11,585円

公債費
33,739円

議会費
3,470円

教育費
39,206円

その他
3,884円

町民１人あた
りの

支出額

428,955円

自主
財源
42％

依存
財源
58％

歳入

その他交付金
1億7,800万円（1％）

町税
47億1,077万円
（28％）

繰入金
14億2,494万円
（8％）

分担金・負担金
１億584万円
（1％）

国・県支出金
42億6,101万円
（25％）

地方交付税
28億6,500万円
（17％）

町債
14億4,760万円
（9％）

使用料・手数料
１億7,261万円
（1％）

その他（※）
6億4,000万円
（4％）

地方消費税交付金
9億円（5％）

地方譲与税
9,639万円（1％）

歳出

民生費
66億8,504万円
（40％）

総務費
33億1,797万円
（20％）

土木費
14億2,358万円
（8％）

教育費
15億3,571万円
（9％）

衛生費
14億4,599万円
（8％）

公債費
13億2,155万円（8％）

その他（※）
１億5,213万円（1％）

議会費
1億3,591万円（1％）

農林水産業費
3億3,051万円（2％）
消防費
4億5,377万円（3％）

【注釈】 ※金額は１万円未満を端数処理しています。 ※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
 ※１人当たりの町税負担額および支出額は令和８年２月末現在の住民基本台帳人口(39,170人)で計算しています。

（※）その他の内訳
労働費
（4,505万円）
商工費
（6,754万円）
災害復旧費
（1,954万円）
予備費
（2,000万円）
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